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Tax Espresso – Special Alert 
世界的な法人税最低税率(GMT)および
BEPS 2.0に対するマレーシアの方向性 

 

 
日系企業の皆様  
 
世界的な法人税最低税率(GMT)とは何か、誰が影響受けるのか? 
 
第2の柱 (Pillar Two)におけるGMTは、一世一代の世界的な税制改革であ
り、税競争や利益移転を終わらせるものです。これは多国籍企業(MNC)
がどこで事業展開していようとも、税率15%の正しい税額を確実に納付
することを目指すものです。MNCは低税率、高税率、またはゼロ税率の
国や、優遇税制を提供する国で事業展開できますが、15%の税が確実に
納付されるように、共通のGMTルールが導入されます。 
 
GMTは2か国・地域以上に拠点を有し、直近4事業年度のうち2年度以上の
連結グループ年間売上が7.5億ユーロ以上 のMNCが対象となります。GMT



の影響を完全に理解する必要があるMNCは2種類あり、ひとつは国外に展
開する本拠地マレーシアのMNC、もうひとつはマレーシアに拠点がある
外資MNCです。 
 
マレーシアはGMTを導入するか? 
 
マレーシアは経済協力開発機構(OECD)の加盟国ではないものの、OECDの
包括的枠組みの参加国です。従ってGMTを支持し導入する可能性があり
ます。そもそも、マレーシアで課税されるはずだった税が他国に取られ

るくらいなら、マレーシアがGMT導入を避ける理由はありません。  
 
2022年6月3日、マレーシア財務省(MOF)は国家予算案に向けての文書を
発表し、現在マレーシアはGMTの技術的詳細を調査中であると述べまし
た。GMTを2023年に導入するというOECDの当初の計画について、マレー
シアは承認しています。OECDはGMT導入についてとても野心的な日程を
計画しています。中心となるルールである所得合算ルール(IIR)は2023年
に導入、補強的なルールである軽課税支払ルール(UTPR)はその翌年の導
入を目指しています。すべてのルールは最低税率15%の「上乗せ」とし
て運用されます。マレーシアはこれを導入するために国内税法を改正す

る必要があるでしょう。なお、欧州連合ではこの導入を1年遅らせる動き
があり、これがマレーシアのGMT導入計画にどう影響するか注目されま
す。 
 
GMTの要素である適格国内ミニマム課税(Qualified Domestic Minimum Top-
up Tax, QDMTT))に関しては、香港やシンガポールと同様にマレーシアも
導入する可能性についても述べられています。QDMTTは他国に納税され
たであろう潜在的なトップアップ税額を、マレーシアが吸収できるメカ

ニズムであるため、これについて述べていることは意外ではありませ

ん。   
 
我々の見解として、MOFの文書はGMTにおけるマレーシアの方向性を示
すものとして有用かつ時宜を得たものと思います。マレーシアを本拠と

する大規模MNCやマレーシアに拠点を有する外資MNCにとって、一定の
確実性を提供しています。 
 
第１の柱(Pillar One) 
 
マレーシアは並行して第１の柱のテクニカル面について調査しています。第１

の柱は利益配分の新しいメカニズムで、全世界売上高が 200億ユーロ超、税
引前利益率が 10%超のMNEが対象となり、10%を超過する利益の
25%(Amount A)が市場国へ配分されます。第 1の柱はまた、基本的なマーケ
ティングおよび販売活動に対する独立企業間原則の適用簡素化を考慮してお



り(Amount B)、さらなる詳細を詰めています。また、第 1の柱では Amount Aに
関する強制的な争訟防止や解決についての取組み案の概要も示しています。 
 
大企業が次に備えることは何か? 
 
国家予算案に向けての文書発表により、マレーシアがQDMTTを含めた
GMTを導入するかについては、一定の回答が得られました。先に述べた2
種類のMNCは、これに向けた準備開始が必要です。GMTの影響を早期に
理解することが、効果的かつ効率的な対応の鍵となるでしょう。 
 
以下は我々の提案です。 
 

 グループ全体の見地から影響調査を実施し、リスクを明らかにす
る 

 トップアップ税額を(マレーシアまたは外国の税務当局に対して)
支払わなければならないグループ内企業を特定し、キャッシュフ

ローと機能への影響を明らかにする。 
 株主への配当支払いの影響を調査する。 
 モデル化して潜在的な影響を数値化する。 
 グループが拠点を有する国の税務当局の対応を理解し(例えば、
自国独自の国内ミニマム課税を導入したり優遇税制見直しをする

か)、複数のシナリオ分析を行う。 
 既存の優遇税制を再交渉する必要や、補助金等の優遇税制以外の
ものに変える必要があるか分析する。その国で優遇税制を受ける

会社は、実効税率(ETR)が15%未満となりそうである。しかし、そ
れがトップアップ税額があることを意味するのではなく、国ベー

スでETRを計算しなければならない。すなわち、同国内の他社の
ETRも計算に入れる必要がある。経済実態の重要性は、トップア
ップ税額を最小化するのに有用であるため、よく理解する必要が

ある。 
 グループの既存の会計システムは、GMTに必要なデータを得られ
るか分析する。 

 GMT申告の準備をする。これはトップアップ税額の有無を問わず
必要である。最初のGMT申告は期末から18か月後であるが、GMT
の影響を完全に理解することは非常に重要である。 

 
今後に向けて 
 
マレーシアが GMT を導入しない理由はありません。これは時間の問題であ
り、MOFの国家予算案に向けての文書は、マレーシアの方向性について示し
ています。GMTはもうすぐそこにあります。GMTの影響を理解したら、GMTに
必要なデータを取れるように会計システムを設計し、そして試運転する時間が



必要です。つまり、影響を受ける MNCが行動すべき時は今です。様子見の方
針はもう通用しないでしょう。 
 

 

 

お問合せ 

Tax Espresso はデロイトマレーシア税務サービス部門がお届けしてい

ます。 

ご不明点がございましたら、下記、日系企業サービスの渡又は、秋元ま

でご連絡下さい。また、英語原文をご希望の方は山本までご連絡下さ

い。 
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